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譲渡制限付株式報酬制度の導入に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、報酬委員会の勧告を受け、金銭報酬 80%、株式報

酬 20%に向けた役員報酬体系の改定の一環として、譲渡制限付株式報酬制度(以下「本制度」)

を導入することを決議しました。また、これに伴う新たな報酬枠を 2017 年 6 月 26 日開催

予定の株主総会に付議することを決定しましたのでお知らせします。 

 

記 

１．本制度の導入目的 

取締役および執行役員による持続的成長に向けた果敢な取り組みを促すため 

 

２．本制度の導入条件 

2017 年 6 月 26 日開催予定の株主総会にて、本制度導入のための新たな報酬枠が承認され

ること 

 

３．本制度の概要 

取締役および執行役員に対し、原則として毎事業年度、当社の普通株式を譲渡制限付

きの株式として付与します。対象者への具体的な支給時期および配分については、取締

役会にて決定します。 

(1)対象者(1 年あたりの株式報酬額および付与する株式総数の上限)  

① 社外取締役を除く取締役(株式報酬上限額：30 百万円､付与する上限株数：3万株) 

② 執行役員(株式報酬上限額：10 百万円､付与する上限株数：1万株) 

※海外居住者は除く 

(2)譲渡制限の概要…譲渡制限期間 3年 

① 対象者が制限期間に取締役等に継続在位したことを条件に譲渡制限を解除する 

② 対象者は、制限期間中に譲渡や担保権の設定、その他の処分をしてはならない 

③ 対象者が期間満了前に退任した場合、取締役会が正当と認める場合を除き､対象者

に付与した譲渡制限付株式を当社が無償で取得する 

④ 組織再編等があった場合は、取締役会決議にて合理的基準で譲渡制限を解除する 

  



(3)１株当たりの払込金額 

取締役会決議日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値

（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。 

(4) 譲渡制限付株式の支給方法 

本制度は、譲渡制限付株式を割り当てるために当社に対する金銭報酬債権を対象者に付

与し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として会社に現物出資させることで、対象

者に取得した自己の普通株式を支給するものです。当社と対象者との間で、上記(2)の内容

を含む譲渡制限付株式割当契約を締結することによって、当該普通株式について譲渡制限

を設けます。 

以  上 


